
海老名市教育委員会

（令和４年 ５月 定例会議事日程）

日時 令和4年5月24日(火)

午後2時00分

場所 えびなこどもセンター　201会議室

教育長報告

１ 報告第 9 号

２ 報告第 10 号

３ 報告第 11 号

４ 報告第 12 号

５ 報告第 13 号

６ 議案第 14 号

７ 議案第 15 号

８ 議案第 16 号

海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金
交付要綱の一部改正について

日程第 令和４年度海老名市一般会計補正予算（第２号）のうち教育
に関する部分に係る意見の申出について

日程第 令和４年度海老名市一般会計補正予算（第４号）のうち教育
に関する部分に係る意見の申出について

日程第 令和４年度海老名市奨学生選考委員会への諮問について

日程第 令和４年度海老名市教育委員会非常勤特別職の委嘱について

日程第 海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策
補助金交付要綱の制定について

日程第 工事請負契約の締結に関する意見の申出について

日程第 海老名市修学旅行等キャンセル料補助金交付要綱の制定につ
いて

日程第
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海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　報告理由

　人事異動による辞職に伴い、新たに非常勤特別職を委嘱したため

報告第９号

令和４年度海老名市教育委員会非常勤特別職の委嘱について

令和４年度海老名市教育委員会非常勤特別職の委嘱について、海老名市教育委員会

教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和４９年教委規則第２号）第３条第１

項の規定により臨時に代理し委嘱したので、同条第２項の規定により報告する。

令和４年５月２４日提出
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令和４年度海老名市教育委員会非常勤特別職(学校運営協議会委員) 

の委嘱について 

 

 

１ 概要 

  海老名市立小中学校より追加及び変更の申出があり、新たに学校運営協議会委

員を委嘱したため、報告する。 

 

 

２ 学校運営協議会委員について 

  学校運営への必要な支援及び協力を行う。 

  

  

３ 委嘱期間 

 (１) 令和４年４月１日から令和６年３月31日まで … １名 

 (２) 令和４年５月１日から令和６年３月31日まで … １名 

    ※(２)は前任者の残任期間 

 

 

４ 委嘱する者 

氏名 委嘱等内容 備考 

松永
まつなが

 剛
つよし

 新規 

委嘱期間…(１) 

【杉本小学校】 

保護者 

宮下
みやした

 良雄
よ し お

 新規 

委嘱期間…(２) 

【今泉中学校】 

地域住民 

 

 

５ 名簿 

  別紙のとおり 

令和４年５月24日 

定例教育委員会資料 

教育支援課指導係 

-2-



海老名市立 杉本小学校

2022.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 瀧澤
たきざわ

　美穂子
み ほ こ

R4.4.1 継続 学校運営に資する活動を行う者

2 藤吉
ふじ よし

　ひとみ R4.4.1 継続 学校運営に資する活動を行う者

3 河村
かわむら

　治
おさむ

R4.4.1 継続 学校運営に資する活動を行う者

4 鈴木
す ず き

　亜矢
あ や

R4.4.1 継続 学校運営に資する活動を行う者

5 及川　晋二
おいかわ　　　しんじ

R4.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

6 田地川
た ち か わ

　俊行
とし ゆき

R4.4.1 継続 学校運営に資する活動を行う者

7 松永　剛
まつなが　　つよし

R4.4.1 新規 保護者

8 小川
お が わ

　百合子
ゆ り こ

R4.4.1 継続 校長

9 古畑
ふるはた

　恒
ひさし

R4.4.1 継続 教頭

10 實
み

山
やま

　美雪
み ゆ き

R4.4.1 継続 教職員

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

学校運営協議会委員名簿

（委嘱期間は原則２年間）

※網掛け部分が、今回の委嘱対象者

※新規の方を含め、任期は令和６年３月31日まで。
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海老名市立 今泉中学校

2022.５.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 栗山
く り や ま

　明
あき

郎
お

R4.4.1 継続 学校運営に資する活動を行う者

2 樋口
ひ ぐ ち

　るり子
こ

R4.4.1 継続 地域住民

3 碓井
う す い

　雅
も と

巳
み

R4.4.1 継続 学識経験者

4 宮下
みやした

　良雄
よ し お

R4.5.1 新規 地域住民

5 平井
ひ ら い

　千恵子
ち え こ

R4.4.1 継続 地域住民

6 今井
い ま い

　大輔
だいすけ

R4.4.1 継続 地域住民

7 鈴木
すずき

　幹司
みきじ

R4.4.1 新規 保護者

8 石田
いしだ

　佳奈
かな

R4.4.1 新規 保護者

9 麻生
あ そ う

　伊都子
い つ こ

R4.4.1 新規 教職員

10 木村
き む ら

　信一郎
し んい ち ろ う

R4.4.1 継続 教頭

11 成岡
なるおか

　誠司
せ い じ

R4.4.1 継続 校長

12

13

14

15

16

17

18

19

20

学校運営協議会委員名簿

（委嘱期間は原則２年間）

※網掛け部分が、今回の委嘱対象者

※新規の方を含め、任期は令和６年３月31日まで。
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令和４年度海老名市教育委員会非常勤特別職(教育支援センター運営 

協議会委員)の委嘱について 

 

 

１ 概要 

  人事異動による辞職に伴い、新たに海老名市教育支援センター運営協議会委員

を委嘱したため、報告する。 

 

 

２ 教育支援センター運営協議会委員について 

  海老名市教育支援センターの事業を適正かつ円滑に進めるために設置する。 

   

  

３ 委嘱期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

  ※任期は２年間で、当初は令和３年４月１日から令和５年３月31日まで委嘱し

ていたが、辞職に伴う後任のため、委嘱期間は前任者の残任期間とする。 

 

 

４ 委嘱する者 

氏名 委嘱内容 所属 

小島
こ じ ま

 章
あき

政
まさ

 新規 海老名警察署生活安全課長 

檀
だんの

浦
うら

 かおり 新規 中新田小学校長 

霜
しも

島
じま

 恵
めぐみ

 新規 柏ケ谷中学校長 

佐藤
さ と う

 和宏
かずひろ

 新規 厚木児童相談所 子ども支援第２課長 

市川
いちかわ

 明宏
あきひろ

 新規 県立有馬高等学校長 

 

 

５ 名簿 

  別紙のとおり 

令和４年５月24日 

定例教育委員会資料 

教育支援課支援係 
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（敬称略）

任期＝２年間

NO 氏　　　名 所　　　属 委嘱期間 備考

1 小島
こじま

　章政
あきまさ

海老名警察署生活安全課長 R4.4.1～R5.3.31 新規

2 市川
いちかわ

　明宏
あきひろ

県立有馬高等学校長 R4.4.1～R5.3.31 新規

3 霜島
しもじま

　恵
めぐみ

柏ケ谷中学校長 R4.4.1～R5.3.31 新規

4 檀浦
だんのうら

　かおり 中新田小学校長 R4.4.1～R5.3.31 新規

5 熊切
くまきり

　豊
ゆたか

保護司会代表 R3.4.1～R5.3.31
継続

（H31.4.1～)

6 榮
さかえ

　芳
よし

朗
ろう

民生委員児童委員代表 R3.4.1～R5.3.31
継続

（R1.12.1～）

7 佐藤
さとう

　和宏
かずひろ 厚木児童相談所

子ども支援第２課長
R4.4.1～R5.3.31 新規

8 山田
やまだ

　志保
し ほ

子育て相談課長 R3.4.1～R5.3.31
継続

（R3.4.1～)

9 中
なか

江
え

　陽
よう

一郎
いちろう

海老名市医師会 R3.4.1～R5.3.31
継続

（H21.4.1～)

10 山田
やまだ

　佳子
よ し こ

わかば学園長 R3.4.1～R5.3.31
継続

（H31.4.1～)

11 芳
よし

川
かわ

　玲
れい

子
こ

東海大学教授 R3.4.1～R5.3.31
継続

（H21.4.1～)

令和4年度海老名市教育支援センター運営協議会　委嘱対象者名簿

※網掛け部分が、今回の委嘱対象者
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令和４年度海老名市教育委員会非常勤特別職(いじめ問題対策連絡協 

議会委員)の委嘱について 

 

 

１ 概要 

  人事異動による辞職に伴い、新たに海老名市いじめ問題対策連絡協議会委員を

委嘱したため、報告する。 

 

 

２ いじめ問題対策連絡協議会委員について 

  いじめの防止等に関係する組織及び団体の連携を図ることを目的として設置す

る。 

   

  

３ 委嘱期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

  ※任期は２年間で、当初は令和３年４月１日から令和５年３月31日まで委嘱し

ていたが、辞職に伴う後任のため、委嘱期間は前任者の残任期間とする。 

 

 

４ 委嘱する者 

氏名 委嘱内容 所属 

小島
こ じ ま

 章
あき

政
まさ

 新規 海老名警察署生活安全課長 

成岡
なるおか

 誠司
せ い じ

 新規 中学校長代表 

二見
ふ た み

 隆
たか

江
え

 新規 海老名市人権擁護委員 

 

 

５ 名簿 

  別紙のとおり 

令和４年５月24日 

定例教育委員会資料 

教育支援課指導係 
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（敬称略）

任期＝２年間

番号 氏名 所属 委嘱期間 備考

1 小島
こじま

　章政
あきまさ

海老名警察署生活安全課長 R4.4.1～R5.3.31 新規

2 成岡
なるおか

　誠司
せ い じ

中学校長代表 R4.4.1～R5.3.31 新規

3 遠藤
えんどう

　一義
かずよし

小学校長代表 R3.4.1～R5.3.31
継続

（R3.4.1)

4 城田
しろた

　美弥子
みやこ

厚木児童相談所 R4.4.1～R5.3.31
継続

（R3.4.1)

5 二見
ふ た み

　隆江
た か え

海老名市人権擁護委員 R4.4.1～R5.3.31 新規

6 小林
こばやし

　正稔
ま さ と し

学識経験者
（しらかばこども家庭支援ステーショ

ン）
R3.4.1～R5.3.31

継続
(H27.4.1～)

海老名市いじめ問題対策連絡協議会委員　委嘱対象者名簿

※網掛け部分が、今回の委嘱対象者
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海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　報告理由

　新型コロナウイルス感染防止対策を徹底し、安全・安心な修学旅行を実施するため

に、感染防止対策に要する割増経費相当額についての補助金を交付することを目的と

して、新たに要綱を制定したため

報告第１０号

海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助金交付

要綱の制定について

海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助金交付要綱の制定

について、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和４９

年教委規則第２号）第４条の規定により報告する。

令和４年５月２４日提出
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海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助金交付 

要綱の制定について 

 

１ 趣旨 

 新型コロナウイルス感染防止対策を徹底し、安全・安心な修学旅行を実施する

ために、感染防止対策に要する割増経費相当額について、児童生徒の保護者の経

済的な負担を軽減することを目的として、補助金を交付することにより、修学旅

行を通じた児童・生徒の学びを保障するため、標記補助金の交付要綱を制定した

ので、報告する。 
 なお、昨年度制定・施行した同要綱は、令和４年３月31日までの時限措置であ

ったが、令和４年度も補助を実施する必要が生じたため、新たに制定したもの。 

 

２ 補助対象者 

 海老名市立小中学校の学校長 

 

３ 補助金額 

 割増経費相当額と次の上限金額を比較し、いずれか少ない額とする。 

（１）小学校６年生の児童一人当たり  2,500円 

（２）中学校３年生の生徒一人当たり  7,500円 

 

４ 制定した要綱 

別紙のとおり 

 

５ 施行日 

  令和４年５月10日 

 

６ 経過 

  令和４年４月21日 臨時最高経営会議 決定 

      ５月10日 臨時議会 補正予算承認 

           同日付で施行 

      ５月24日 定例教育委員会 報告 

 

７ その他 

  ＧｏＴｏトラベル事業が実施され、修学旅行が割引対象となる場合には、当該

補助と重複がないよう減額するものとする。 
  また、新型コロナウイルス感染症が「新型インフルエンザ等感染症」から「５

類感染症」に変更されるなど、本市の「学校の新しい生活様式」ガイドラインに

おける地域の感染レベルの設定が不要な程度の感染状況になった場合は、交付制

度の見直しを検討する。 

令和４年５月 24日 
定例教育委員会資料 
教育支援課指導係 
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海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助金交 

付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、海老名市立小学校及び中学校（以下「小中学校」という。）が実

施する修学旅行を安全・安心に実施するために施す新型コロナウイルス感染防止対

策に要する割増経費相当額について、予算の範囲内において補助金を交付すること

に関して、海老名市補助金等の交付に関する規則（昭和 58 年規則第 12 号）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 修学旅行 小中学校が教育課程に基づき実施する修学旅行をいう。 

(２) 学校長 小中学校の長をいう。 

(３) 割増経費 修学旅行を安全・安心に実施するために施す新型コロナウイルス

感染防止対策に伴い発生する交通費、宿泊費等の追加料金をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、学校長とする。 

（補助の対象） 

第４条 補助の対象となる経費は、割増経費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、割増経費相当額と次の各号に掲げる額のうち、いずれか少な

い額とする。ただし、ＧｏＴｏトラベル事業が実施され、修学旅行が割引対象とな

る場合には、補助金の額から当該事業による割引額を減じた額とする。 

(１) 小学校の場合 2,500 円に参加した児童数を乗じて得た額 

(２) 中学校の場合 7,500 円に参加した生徒数を乗じて得た額 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする学校長（以下「申請者」という。）は、海老名
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市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助金交付申請書（第１号様

式）に、次に掲げる書類を添付し、市長に補助金の交付を申請しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書 

(３) 参加予定者名簿 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときはその内容を審査し、適当と認

めるときは補助金の交付を決定し、速やかに海老名市修学旅行における新型コロナ

ウイルス感染防止対策補助金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知

する。 

（交付請求等） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者（以下、「補助事業者」という。）は、速やかに

海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助金交付請求書（第

３号様式）を、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、地方自治法施行令（昭和 22 年政令

第 16 号）第 162 条第３号の規定により、補助事業者へ概算払いにて速やかに補助

金を交付する。 

（事業の変更等） 

第９条 補助事業者は、交付決定を受けた事業の内容を変更し、又は中止しようとす

るときは、市長の承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとするときは、海老名市修学旅行における

新型コロナウイルス感染防止対策補助金交付（変更・中止）申請書（第４号様式）

に必要な書類を添付して、市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは承認し、海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助

金交付（変更・中止）決定通知書（第５号様式）により、補助事業者に通知する。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を完了したときは、海老名市修学旅行における新
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型コロナウイルス感染防止対策補助金実績報告書（第６号様式）に、次に掲げる書

類を添付し、20 日以内に市長に報告しなければならない。 

(１) 事業実績内訳書 

(２) 収支決算書及び証拠書類の写し 

(３) 参加者名簿（変更分） 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、適当

と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、速やかに海老名市修学旅行にお

ける新型コロナウイルス感染防止対策補助金確定通知書（第７号様式）により、補

助事業者に通知する。 

２ 市長は、前項に規定する確定額を超えて補助金が交付されているときは、その超

えた額を返還させるものとする。 

（決定の取消し等） 

第１２条 市長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた

とき又は補助金の交付決定の内容若しくは負担条件に違反したときは、補助金の交

付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一

部の返還を命ずることができる。 

（補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は別に定

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年５月 10 日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和５年３月 31 日限り、その効力を失う。 
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海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　報告理由

　海老名市立小中学校が実施する修学旅行等のキャンセル料について、保護者負担の

軽減を図ることを目的として、海老名市修学旅行等キャンセル料補助金交付要綱を制

定したため

報告第１１号

海老名市修学旅行等キャンセル料補助金交付要綱の制定について

海老名市修学旅行等キャンセル料補助金交付要綱の制定について、海老名市教育委

員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和４９年教委規則第２号）第４条

の規定により報告する。

令和４年５月２４日提出
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海老名市修学旅行等キャンセル料補助金交付要綱の制定について 

 

１ 趣旨 

 海老名市立小中学校が実施する修学旅行等において、災害等の影響により、修

学旅行等を中止、延期及び不参加とした場合に発生したキャンセル料について、

児童生徒の保護者の経済的な負担を軽減することを目的として、予算の範囲内で

補助金を交付するため、標記補助金交付要綱を制定したことから、報告する。 

  なお、昨年度制定・施行した同要綱は、令和４年３月31日までの時限措置であ

ったが、令和４年度も補助を実施する必要が生じたため、新たに制定したもの。 
 

２ 補助対象者 

 海老名市立小中学校が実施する修学旅行等に参加申込みをしたが、災害等の影

響により中止、延期及び不参加となった児童生徒の保護者 

 

３ 補助金額 

 中止、延期及び不参加とした場合は(１)～(３)を上限としてキャンセル料と同

額を交付 

(１) 小学校５年生の児童一人当たり 14,000円 

(２) 小学校６年生の児童一人当たり 10,000円 

(３) 中学校３年生の生徒一人当たり 15,000円 

 

４ 制定した要綱 

  別紙のとおり 

 

５ 施行日 

  令和４年５月10日 

 

６ 経過 

  令和４年４月21日 臨時最高経営会議 決定 

      ５月10日 施行 

      ５月24日 定例教育委員会 報告  

令和４年５月24日 

定例教育委員会資料 

教育支援課指導係 
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海老名市修学旅行等キャンセル料補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、海老名市立小中学校（以下「小中学校」という。）が実施する修

学旅行等を災害等の理由により中止、延期及び不参加とした場合に発生するキャン

セル料に対し、補助金を交付することにより児童生徒の保護者の経済的な負担の軽

減を図るため、予算の範囲内において補助金を交付することに関して必要な事項を

定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 修学旅行等 小中学校が教育課程に基づき実施する修学旅行及び野外教育

活動をいう。 

(２) 不参加 災害等に配慮するため、保護者が児童生徒を修学旅行等に参加させ

ないことをいう。 

(３) キャンセル料 修学旅行等を中止、延期及び不参加としたことに伴い発生す

る、旅行業者へ支払う違約金、交通費・宿泊費等の追加料金、及びその他市長

が必要と認める経費をいう。 

（交付対象者） 

第３条 交付対象者は、小中学校が実施する修学旅行等に参加申込みをしていた児童

生徒の保護者とする。 

（交付の対象） 

第４条 交付の対象は、修学旅行等の中止、延期及び不参加に伴い発生するキャンセ

ル料とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条に定める経費の実費相当額とし、上限額を次のとおりと

する。 

  (１) 小学校５年生の児童一人当たり 14,000 円 
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(２) 小学校６年生の児童一人当たり 10,000 円 

  (３) 中学校３年生の生徒一人当たり 15,000 円 

 （交付申請） 

第６条 交付申請は、補助金の交付を受けようとする保護者が、児童生徒が参加する

申込みをしていた修学旅行等の実施代表者（学校長）に委任するものとし、委任を

受けた者（以下「申請者」という。）は、海老名市修学旅行等キャンセル料補助金

交付申請書（第１号様式）により市長に申請しなければならない。 

 （交付決定及び通知） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、交付を行う

ことを決定した時は、海老名市修学旅行等キャンセル料補助金交付決定通知書（第

２号様式）により申請者に通知するものとする。 

（交付請求） 

第８条 補助金の交付決定を受けた申請者は、海老名市修学旅行等キャンセル料補助

金交付請求書（第３号様式）により、市長に請求しなければならない。 

 （交付） 

第９条 市長は、前条の規定による請求があったときは補助金を交付する。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第 10 条 市長は、申請者が虚偽の申請その他不正な行為により補助金の交付を受けよ

うとし、又は受けたことが明らかになったときは、補助金の交付決定を取消し又は

既に交付された補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

（補則） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年５月 10 日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、令和５年３月 31 日限り、その効力を失う。 
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海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　報告理由

　令和４年４月１日付けで改正された国の「子ども・子育て支援交付金交付要綱」に

合わせて、補助金額を改正し、補助メニューを追加するために、海老名市児童健全育

成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱の一部を改正したため

報告第１２号

海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱の

一部改正について

海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱の一部改正に

ついて、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和４９年

教委規則第２号）第４条の規定により報告する。

令和４年５月２４日提出
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海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱の一 

部改正について 

 

１ 概要 

当補助金は、学童保育事業の経営の安定化と保育の質向上を目指すため「子ども・子育

て支援交付金」を財源の一部として実施している。本要綱に定める補助基準額が同交付

金の現在の基準額に達していないため、同交付金に合わせる形で補助基準額を引き上げ

る。 

また、同交付金に新たに感染症対策のための改修（トイレ、非接触型の蛇口の設置等）

の経費を補助する事業が追加された。これを活用し、学童保育クラブの施設整備を行う

ため、本要綱に新たに補助メニューを追加する。 

以上２点の理由から、本要綱の一部を改正したため、報告する。 

なお、最高経営会議による決定後、令和４年４月 27 日付で施行したが、令和４年４月

１日に遡及して適用した。 

 

２ 改正内容 

(１) 別表１及び４を修正 

    令和４年４月１日付府子本第 429 号における最新の子ども・子育て支援交付金交

付要綱に定める放課後児童健全育成事業の補助対象項目における補助基準と同額と

なるように、本要綱の別表１及び４を修正する。 

            （単位：円） 

項目 （新）基準額 （旧）基準額 比較 

開設日数加算 

→年間 250 日を超える開設 
19,000/日 18,000/日 +1,000 

開設時間加算（平日） 

→平日に６時間以上かつ 18 時を超えて 

開設する時間の年間平均 

407,000/時間 392,000/時間 +15,000 

開設時間加算（休日） 

→休日に８時間以上開設する時間の年間

平均 

183,000/時間 176,000/時間 +7,000 

小規模クラブ加算 

→平均利用児童数が 19人以下の場合 
608,000/年 575,000/年 +33,000 

障がい児受け入れ加算 

１人目 

1,000,000/年 

２人目 

956,000/年 

１人目 

1,000,000/年 

２人目 

847,000/年 

+109,000 

児童数に応じた基準額（40 名の場合） 

→年間平均利用人数（週５日利用を１人

とカウントする）に応じた補助 

4,676,000/年 4,484,000/年 +192,000 

（２）補助要綱の別表５に内容を追加 

  新たに追加された感染症対策のための改修に関する補助メニュー（補助上限額：１支

援単位当たり 1,000 千円）を本交付要綱の別表５に追加する。 

令和４年５月 24 日 
定例教育委員会資料 
学び支援課学び支援係 
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海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱 新旧対照表 

新 旧 

 海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱 

 

第１条から第15条 （略） 

 

  附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年４月27日から施行し、令和４年４月１日より適用する。 

 

《令和２年４月１日・一部改正》 

《令和３年４月１日・一部改正》 

《令和３年７月１日・一部改正》 

《令和４年２月１日・一部改正》 

 

 

別表１（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

基礎運

営補助 

事業運営に要する経費（人件

費、光熱水費、教材費等（食費

及びそれに準ずる費用を除

く。））に対する補助 

別表４「基礎運営補助金金額表」によ

る 

家賃補

助 

事業運営のために建物等の賃

借に要する経費に対する補助 

家賃相当額（ただし上限100,000円／

月） 

 海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱 

 

 第１条から第15条 （略） 

 

   附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年２月１日から施行する。 

 

《令和２年４月１日・一部改正》 

《令和３年４月１日・一部改正》 

《令和３年７月１日・一部改正》 

                 

 

 

別表１（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

基礎運

営補助 

事業運営に要する経費（人件

費、光熱水費、教材費等（食費

及びそれに準ずる費用を除

く。））に対する補助 

別表４「基礎運営補助金金額表」によ

る 

家賃補

助 

事業運営のために建物等の賃

借に要する経費に対する補助 

家賃相当額（ただし上限100,000円／

月） 

-
2
0
-



開設日

数加算 

年間250日以上の開設に対する

加算 

19,000円／日（250日を超える開設日、

50日まで） 

開設時

間加算 

長時間の開設に対する加算 ① 平日 

407,000円／時間（１日の開設時間のう

ち６時間以上かつ18時を超える時間の

年間平均） 

② 平日以外の学校休業日等 

183,000円／時間（１日の開設時間のう

ち８時間以上の時間の年間平均） 

ただし、年間開設日200日以上250日未

満（登録児童数20人以上）の場合は①

のみ適用可とする。 

短期登

録児童

加算 

長期休暇期間等の短期間のみ

登録する児童の受け入れに対

する加算 

児童１人当たり8,000円／年 

障がい

児受け

入れ加

算 

障がい児の受け入れに対する

加算 

基礎加算：1,000,000円／年 

複数受入加算：２人以上受け入れる場

合956,000円／年 

小規模

クラブ

加算 

平均利用児童数が19人以下の

クラブに２人以上の支援員等

を配置する場合 

２人目以降の支援員等に係る人件費相

当額（上限608,000円／年） 

 

別表２及び別表３ 略 

 

 

開設日

数加算 

年間250日以上の開設に対する

加算 

18,000円／日（250日を超える開設日、

50日まで） 

開設時

間加算 

長時間の開設に対する加算 ① 平日 

392,000円／時間（１日の開設時間のう

ち６時間以上かつ18時を超える時間の

年間平均） 

② 平日以外の学校休業日等 

176,000円／時間（１日の開設時間のう

ち８時間以上の時間の年間平均） 

ただし、年間開設日200日以上250日未

満（登録児童数20人以上）の場合は①

のみ適用可とする。 

短期登

録児童

加算 

長期休暇期間等の短期間のみ

登録する児童の受け入れに対

する加算 

児童１人当たり8,000円／年 

障がい

児受け

入れ加

算 

障がい児の受け入れに対する

加算 

基礎加算：1,000,000円／年 

複数受入加算：２人以上受け入れる場

合847,000円／年 

小規模

クラブ

加算 

平均利用児童数が19人以下の

クラブに２人以上の支援員等

を配置する場合 

２人目以降の支援員等に係る人件費相

当額（上限575,000円／年） 

 

別表２及び別表３ 略 

 

 

-
2
1
-



別表４（第４条関係） 施設運営補助金金額表 

年間平均利用児童数（人／年） 補助額 

開設日250日以上の場合 

1 2,032,000  

2 2,061,000  

3 2,090,000  

4 2,119,000  

5 2,148,000  

6 2,177,000  

7 2,206,000  

8 2,235,000  

9 2,264,000  

10 2,293,000  

11 2,322,000  

12 2,351,000  

13 2,380,000  

14 2,409,000  

15 2,438,000  

16 2,467,000  

17 2,496,000  

18 2,525,000  

19 2,554,000  

20 4,260,000  

21 4,286,000  

22 4,312,000  

23 4,338,000  

別表４（第４条関係） 施設運営補助金金額表 

年間平均利用児童数（人／年） 補助額 

開設日250日以上の場合 

1 1,819,000  

2 1,846,000  

3 1,873,000  

4 1,900,000  

5 1,927,000  

6 1,954,000  

7 1,981,000  

8 2,008,000  

9 2,035,000  

10 2,062,000  

11 2,089,000  

12 2,116,000  

13 2,143,000  

14 2,170,000  

15 2,197,000  

16 2,224,000  

17 2,251,000  

18 2,278,000  

19 2,305,000  

20 4,084,000  

21 4,109,000  

22 4,134,000  

23 4,159,000  

-
2
2
-



24 4,364,000  

25 4,390,000  

26 4,416,000  

27 4,442,000  

28 4,468,000  

29 4,494,000  

30 4,520,000  

31 4,546,000  

32 4,572,000  

33 4,598,000  

34 4,624,000  

35 4,650,000  

36 4,676,000  

37 4,676,000  

38 4,676,000  

39 4,676,000  

40 4,676,000  

41 4,676,000  

42 4,676,000  

43 4,676,000  

44 4,676,000  

45 4,676,000  

46 4,609,000  

47 4,542,000  

48 4,475,000  

49 4,408,000  

24 4,184,000  

25 4,209,000  

26 4,234,000  

27 4,259,000  

28 4,284,000  

29 4,309,000  

30 4,334,000  

31 4,359,000  

32 4,384,000  

33 4,409,000  

34 4,434,000  

35 4,459,000  

36 4,484,000  

37 4,484,000  

38 4,484,000  

39 4,484,000  

40 4,484,000  

41 4,484,000  

42 4,484,000  

43 4,484,000  

44 4,484,000  

45 4,484,000  

46 4,424,000  

47 4,364,000  

48 4,304,000  

49 4,244,000  

-
2
3
-



50 4,341,000  

51 4,274,000  

52 4,207,000  

53 4,140,000  

54 4,073,000  

55 4,006,000  

56 3,939,000  

57 3,872,000  

58 3,805,000  

59 3,738,000  

60 3,671,000  

61 3,604,000  

62 3,537,000  

63 3,470,000  

64 3,403,000  

65 3,336,000  

66 3,269,000  

67 3,202,000  

68 3,135,000  

69 3,068,000  

70 3,001,000  

71以上 2,917,000  

開設日200日以上250日未満の場合 

19以下 1,726,000  

20以上 3,071,000  

 

50 4,184,000  

51 4,124,000  

52 4,064,000  

53 4,004,000  

54 3,944,000  

55 3,884,000  

56 3,824,000  

57 3,764,000  

58 3,704,000  

59 3,644,000  

60 3,584,000  

61 3,524,000  

62 3,464,000  

63 3,404,000  

64 3,344,000  

65 3,284,000  

66 3,224,000  

67 3,164,000  

68 3,104,000  

69 3,044,000  

70 2,984,000  

71以上 2,917,000  

開設日200日以上250日未満の場合 

19以下 1,681,000  

20以上 2,955,000  

 

-
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 別表５（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

新型コロ

ナウイル

ス感染症

対策支援

事業 

① マスクや消毒液等の衛生

用品や感染防止のための備品

の購入にかかる経費に対する

補助 

② 施設の消毒、感染症予防の

広報・啓発等にかかる経費に対

する補助 

③ 職員が感染症対策の徹底

を図りながら業務を継続的に

実施する事業にかかる経費（研

修受講、かかり増し経費等）に

対する補助 

④ 新型コロナウイルス感染

症等の感染症対策のために必

要となる改修や設備の整備等

に係る経費に対する補助 

当該事業の対象経費 

ただし、１支援の単位当たりの上限額

は以下のとおりとする。 

①②③ 

利用定員19人以下     300,000

円 

利用定員20人以上59人以下 400,000

円 

利用定員60人以上     500,000

円 

④ 

1,000,000円 

ＩＣＴ化

推進事業 

利用児童等の入退出の管理や、

オンライン会議やオンライン

を活用した相談支援に必要な

ICT機器の導入等の環境整備に

係る経費及び、都道府県等が実

施する研修をオンラインで受

講できるよう、必要なシステム

基盤の導入等に係る経費に対

する補助 

当該事業の対象経費 

ただし、１支援の単位当たり500,000円

を上限とする。 

 別表５（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

新型コロ

ナウイル

ス感染症

対策支援

事業 

① マスクや消毒液等の衛生

用品や感染防止のための備品

の購入にかかる経費に対する

補助 

② 施設の消毒、感染症予防の

広報・啓発等にかかる経費に対

する補助 

③ 職員が感染症対策の徹底

を図りながら業務を継続的に

実施する事業にかかる経費（研

修受講、かかり増し経費等）に

対する補助 

（新規） 

 

 

 

当該事業の対象経費 

ただし、１支援の単位当たりの上限額

は以下のとおりとする。 

    

利用定員19人以下     300,000

円 

利用定員20人以上59人以下 400,000

円 

利用定員60人以上     500,000

円 

  

           

ＩＣＴ化

推進事業 

利用児童等の入退出の管理や、

オンライン会議やオンライン

を活用した相談支援に必要な

ICT機器の導入等の環境整備に

係る経費及び、都道府県等が実

施する研修をオンラインで受

講できるよう、必要なシステム

基盤の導入等に係る経費に対

する補助 

当該事業の対象経費 

ただし、１支援の単位当たり500,000円

を上限とする。 

-
2
5
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新型コロ

ナウイル

ス感染症

対策利用

料返還補

助事業 

新型コロナウイルス感染症の

拡大防止を図るために、放課後

児童クラブを臨時休業させた

場合等の日割り利用料につい

て、補助対象者が保護者へ返還

した場合等の経費に対する補

助 

保護者へ返還した額 

ただし、利用者１人当たり日額500円を

上限とする。 

 

 別表６（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

放課後児

童支援員

等処遇改

善臨時特

例事業 

放課後児童支援員等処遇改善

臨時特例事業の実施に必要な

経費に対する補助 

１支援の単位ごとに次式により算出し

た額の合計額 

11,000円×賃金改善対象者数（※）×

事業実施月数 

※「賃金改善対象者数」とは、賃金改

善を行う常勤職員数に、１箇月当たり

の勤務時間数を就業規則等で定めた常

勤の１箇月当たりの勤務時間数で除し

た非常勤職員数（常勤換算）を加えた

ものをいう。なお、「賃金改善対象者数」

については毎年４月１日現在で放課後

児童クラブに勤務している職員（経営

に携わる法人の役員である職員を除

く。）により算出する。ただし、毎年４

月２日以降に新規採用等により、賃金

改善対象者数の増加が見込まれる場合

には、適宜賃金対象者数に反映し、算

出する。 
 

新型コロ

ナウイル

ス感染症

対策利用

料返還補

助事業 

新型コロナウイルス感染症の

拡大防止を図るために、放課後

児童クラブを臨時休業させた

場合等の日割り利用料につい

て、補助対象者が保護者へ返還

した場合等の経費に対する補

助 

保護者へ返還した額 

ただし、利用者１人当たり日額500円を

上限とする。 

 

 別表６（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

放課後児

童支援員

等処遇改

善臨時特

例事業 

放課後児童支援員等処遇改善

臨時特例事業の実施に必要な

経費に対する補助 

１支援の単位ごとに次式により算出し

た額の合計額 

11,000円×賃金改善対象者数（※）×

事業実施月数 

※「賃金改善対象者数」とは、賃金改

善を行う常勤職員数に、１箇月当たり

の勤務時間数を就業規則等で定めた常

勤の１箇月当たりの勤務時間数で除し

た非常勤職員数（常勤換算）を加えた

ものをいう。なお、「賃金改善対象者数」

については令和４年２月１日現在で放

課後児童クラブに勤務している職員

（経営に携わる法人の役員である職員

を除く。）により算出する。ただし、３

月以降に新規採用等により、賃金改善

対象者数の増加が見込まれる場合に

は、適宜賃金対象者数に反映し、算出

する。 

 

 

 

-
2
6
-



   海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校等に通う子ども

たちに、遊びや生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業（以下「児童健全育

成対策事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付

することについて、海老名市補助金等の交付に関する規則（昭和58年規則第12号）

に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

 （補助対象者） 

第２条 補助対象者は、児童健全育成対策事業を行っている法人格を持つ者（以下

「事業者」という。）で、次に掲げる要件を備えるものとする。 

 (１) 児童福祉法（以下「法」という。）第34条の８第２項の規定による届出を市

へ行い、その内容について市から指導等をされていないこと。 

 (２) 海老名市学童保育事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「条

例」という。）に定める最低基準を超えて事業を運営していること。 

 (３) 学童保育施設に入所している児童の数が１人以上であること。 

 (４)  年間250日以上（年度途中の開所の場合は、１年間開所しているとみなして

再計算した日数が年間250日以上）の施設開設、平日３時間以上及び学校の休

業日８時間以上の開設時間による運営を行っていること。ただし、年間200日

以上249日未満（年度途中の開所の場合は、１年間開所しているとみなして再

計算した日数が年間200日以上249日未満）の施設開設及び事業所が独自に定め

る開設時間による運営についても、地域における児童の保護者の労働時間や要

望、学校の状況等を考慮した結果である旨が確認できる場合においてはこの限

りでない。 

 (５) 入所している児童が、学童保育施設での保育を必要とすると市長が認めた者

であること。 

 (６) その他国又は県の提示するガイドライン等に沿って運営していること。 
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 （補助の対象） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」とする。）は、児童健全育成対策 

事業として行う学童保育に係る教材、保険、指導員、施設維持等に係るものとする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、条例に定める支援の単位ごとに、別表１から別表６までに定

める基準により算定するものとする。 

２ 年度の途中において事業の開始又は終了をする場合の補助金の額は、別表２に定

める基準により算定するものを除き、事業開始月又は終了月を含む月割りとし、

100円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。 

 （交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、海老名市

児童健全育成対策事業補助金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添付

し、補助金の交付を受けようとする年度の４月１日に市長に提出しなければならな

い。ただし、やむを得ない事情があると市長が認めたときは、市長の指定した期日

までとし、補助事業は申請のあった日の属する月から適用するものとする。 

 (１) 事業計画書 

 (２) 収支予算書 

 (３) その他市長が必要と認める書類 

 （交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請書の提出があった場合には、その内容を審査し、適当と

認めるときは補助金の交付を決定し、速やかに海老名市児童健全育成対策事業補助

金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知する。 

 （交付請求等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、速やかに

海老名市児童健全育成対策事業補助金交付請求書（第３号様式）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、補助事業者に速やかに補助金を交
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付する。 

 （事業の変更等） 

第８条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助事業の変更又は

中止について市長の承認を受けなければならない。 

 (１) 事業内容の変更 

 (２) 事業の中止 

 (３) その他市長が必要と認めたとき 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとするときは、海老名市児童健全育成対策

事業補助金交付（変更・中止）申請書（第４号様式）に必要な書類を添付して、市

長に提出するものとする。 

３ 市長は、前項の申請があった場合には、その内容を審査し、適当と認めたときは

速やかに海老名市児童健全育成対策事業補助金交付（変更・中止）決定通知書（第

５号様式）により、補助事業者に通知する。 

 （報告及び指示） 

第９条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みがない場合又は補

助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、指示を受けなければ

ならない。 

 （実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を完了したときは、海老名市児童健全育成対策事

業補助金実績報告書（第６号様式）に次に掲げる書類を添付し、20日以内に市長に

報告しなければならない。 

 (１) 事業実績内訳書 

 (２) 収支決算書 

 (３) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の報告書の提出があった場合には、その内容を審査し、適当

と認めるときは交付すべき補助金の額を確定し、速やかに海老名市児童健全育成対
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策事業補助金確定通知書（第７号様式）により、補助事業者に通知する。 

 （書類の整備等） 

第１２条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該事業の収入及び支出についての証拠書類を整備保存しておかなければな

らない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌

年度から起算して５年間保存するのものとする。 

 （責務） 

第１３条 補助事業者は、補助事業により取得した財産については、補助事業の完了

した後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目

的に従って、その効率運用を図らなければならない。 

 （決定の取消し等） 

第１４条 市長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた

とき又は補助金の交付決定の内容若しくは補助条件に違反したときは、補助金の交

付決定の全部若しくは一部を取消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部

の返還を命ずることができる。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和４年４月27日から施行し、令和４年４月１日より適用する。 

 

    《昭和55年10月15日・制定》 

    《昭和57年４月１日・一部改正》 

    《昭和60年４月１日・一部改正》 

    《昭和62年４月１日・一部改正》 
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    《平成２年10月15日・一部改正》 

    《平成４年４月１日・一部改正》 

    《平成５年４月１日・一部改正》 

    《平成７年４月１日・一部改正》 

    《平成８年４月１日・一部改正》 

    《平成12年４月１日・一部改正》 

    《平成14年４月１日・一部改正》 

    《平成18年４月１日・一部改正》 

    《平成21年４月１日・一部改正》 

    《平成22年４月１日・一部改正》 

    《平成23年8月１日・一部改正》 

    《平成26年４月１日・一部改正》 

    《平成26年10月１日・一部改正》 

    《平成27年４月１日・一部改正》 

    《平成27年10月１日・一部改正》 

    《平成28年４月１日・一部改正》 

    《平成29年３月16日・一部改正》 

    《平成29年４月１日・一部改正》 

《平成30年４月１日・一部改正》 

《令和元年８月１日・一部改正》 

《令和２年４月１日・一部改正》 

《令和３年４月１日・一部改正》 

《令和３年７月１日・一部改正》 

《令和４年２月１日・一部改正》 
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別表１（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

基礎運

営補助 

事業運営に要する経費（人件

費、光熱水費、教材費等（食

費及びそれに準ずる費用を除

く。））に対する補助 

別表４「基礎運営補助金金額表」による 

家賃補

助 

事業運営のために建物等の賃

借に要する経費に対する補助 

家賃相当額（ただし上限100,000円／

月） 

開設日

数加算 

年間250日以上の開設に対す

る加算 

19,000円／日（250日を超える開設日、

50日まで） 

開設時

間加算 

長時間の開設に対する加算 ① 平日 

 407,000円／時間（１日の開設時間の

うち６時間以上かつ18時を超える時間

の年間平均） 

② 平日以外の学校休業日等 

183,000円／時間（１日の開設時間の

うち８時間以上の時間の年間平均） 

ただし、年間開設日200日以上250日未

満（登録児童数20人以上）の場合は①

のみ適用可とする。 

短期登

録児童

加算 

長期休暇期間等の短期間のみ

登録する児童の受け入れに対

する加算 

児童１人当たり8,000円／年 
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障がい

児受け

入れ加

算 

障がい児の受け入れに対する

加算 

基礎加算：1,000,000円／年 

複数受入加算：２人以上受け入れる場合

956,000円／年 

小規模

クラブ

加算 

平均利用児童数が19人以下の

クラブに２人以上の支援員等

を配置する場合 

２人目以降の支援員等に係る人件費相当

額（上限608,000円／年） 

 

別表２（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

環境改

善補助 

施設の環境改善に要する経費に

対する補助（１事業者１回限

り） 

①現在の施設環境の改善や向上を目

的とした施設移転に要する経費 

（ただし、上限50,000円） 

②現在の施設環境の改善や向上を目

的とした別表３のいずれかの工事

等に要する経費の１／２ 

（ただし、上限150,000円。100円

未満切捨て） 

 

別表３（第４条関係） 

 No 環境改善等を目的とした工事等の内容例 

対象 

 

１ 

２ 

 

３ 

４ 

 

キッチン、洗面所、トイレのリフォーム 

機械設備工事（給排水衛生・給湯・換気・ガス設備）、電気設備工事 

（リフォーム対象工事による撤去・移設・取替・新設） 

部屋の間仕切りの変更工事 

床材、内壁材及び天井材の張替や塗装等の内装工事 

（床はフローリング、カーペット等。床暖房（ガスや電気式）工事も
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５ 

対象。内装工事と併せて行う室内カーテン・ブラインドの設置は対

象） 

ふすま紙、障子紙の張替えや畳の取替え（表替え含む。） 

 

 

別表４（第４条関係） 施設運営補助金金額表 

年間平均利用児童数（人／年） 補助額 

開設日 250 日以上の場合 

1 
2,032,000 

2 
2,061,000 

3 
2,090,000 

4 
2,119,000 

5 
2,148,000 

6 
2,177,000 

7 
2,206,000 

8 
2,235,000 

9 
2,264,000 

10 
2,293,000 

11 2,322,000 

12 
2,351,000 

13 
2,380,000 

14 
2,409,000 

15 
2,438,000 

16 
2,467,000 

17 
2,496,000 

18 
2,525,000 

19 
2,554,000 
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20 
4,260,000 

21 
4,286,000 

22 
4,312,000 

23 4,338,000 

24 
4,364,000 

25 
4,390,000 

26 
4,416,000 

27 
4,442,000 

28 
4,468,000 

29 
4,494,000 

30 
4,520,000 

31 
4,546,000 

32 4,572,000 

33 4,598,000 

34 4,624,000 

35 4,650,000 

36 4,676,000 

37 
4,676,000 

38 
4,676,000 

39 
4,676,000 

40 
4,676,000 

41 
4,676,000 

42 
4,676,000 

43 
4,676,000 

44 
4,676,000 

45 
4,676,000 
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46 
4,609,000 

47 
4,542,000 

48 
4,475,000 

49 4,408,000 

50 
4,341,000 

51 
4,274,000 

52 
4,207,000 

53 
4,140,000 

54 
4,073,000 

55 
4,006,000 

56 
3,939,000 

57 
3,872,000 

58 
3,805,000 

59 
3,738,000 

60 
3,671,000 

61 3,604,000 

62 
3,537,000 

63 
3,470,000 

64 
3,403,000 

65 
3,336,000 

66 
3,269,000 

67 
3,202,000 

68 
3,135,000 

69 
3,068,000 

70 
3,001,000 

71 以上 
2,917,000 
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開設日 200 日以上 250 日未満の場合 

19 以下 
1,726,000 

20 以上 3,071,000 

 

 別表５（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

新型コ

ロナウ

イルス

感染症

対策支

援事業 

① マスクや消毒液等の衛生

用品や感染防止のための備品

の購入にかかる経費に対する

補助 

② 施設の消毒、感染症予防

の広報・啓発等にかかる経費

に対する補助 

③ 職員が感染症対策の徹底

を図りながら業務を継続的に

実施する事業にかかる経費

（研修受講、かかり増し経費

等）に対する補助 

④ 新型コロナウイルス感染

症等の感染症対策のために必

要となる改修や設備の整備等

に係る経費に対する補助 

当該事業の対象経費 

ただし、１支援の単位当たりの上限額

は以下のとおりとする。 

①②③ 

利用定員19人以下     300,000円 

利用定員20人以上59人以下 400,000円 

利用定員60人以上     500,000円 

④ 

1,000,000円 
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ＩＣＴ

化推進

事業 

利用児童等の入退出の管理

や、オンライン会議やオンラ

インを活用した相談支援に必

要なICT機器の導入等の環境

整備に係る経費及び、都道府

県等が実施する研修をオンラ

インで受講できるよう、必要

なシステム基盤の導入等に係

る経費に対する補助 

当該事業の対象経費 

ただし、１支援の単位当たり500,000円

を上限とする。 

新型コ

ロナウ

イルス

感染症

対策利

用料返

還補助

事業 

新型コロナウイルス感染症の

拡大防止を図るために、放課

後児童クラブを臨時休業させ

た場合等の日割り利用料につ

いて、補助対象者が保護者へ

返還した場合等の経費に対す

る補助 

保護者へ返還した額 

ただし、利用者１人当たり日額500円を

上限とする。 
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 別表６（第４条関係） 

項目 内容 補助金額 

放課後

児童支

援員等

処遇改

善臨時

特例事

業 

放課後児童支援員等処遇改善

臨時特例事業の実施に必要な

経費に対する補助 

１支援の単位ごとに次式により算出し

た額の合計額 

11,000円×賃金改善対象者数（※）×

事業実施月数 

※「賃金改善対象者数」とは、賃金改

善を行う常勤職員数に、１箇月当たり

の勤務時間数を就業規則等で定めた常

勤の１箇月当たりの勤務時間数で除し

た非常勤職員数（常勤換算）を加えた

ものをいう。なお、「賃金改善対象者

数」については毎年４月１日現在で放

課後児童クラブに勤務している職員

（経営に携わる法人の役員である職員

を除く。）により算出する。ただし、

毎年４月２日以降に新規採用等によ

り、賃金改善対象者数の増加が見込ま

れる場合には、適宜賃金対象者数に反

映し、算出する。 
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海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　提案理由

　令和４年度海老名市一般会計補正予算（第２号）のうち教育に関する部分に係る意

見の申出を行ったため

報告第１３号

令和４年度海老名市一般会計補正予算（第２号）のうち教育に関する部

分に係る意見の申出について

令和４年度海老名市一般会計補正予算（第２号）のうち教育に関する部分に係る意

見の申出について、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則

（昭和４９年教委規則第２号）第３条第１項の規定により臨時に代理し申出したの

で、同条第２項の規定により報告する。

令和４年５月２４日提出
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令和４年度海老名市一般会計補正予算（第２号）のうち教育に関する部分 

に係る意見の申出について 

 

 

１ 概要  
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づき、海老名市

長から意見を求められたため、異論なしとして申出を行った。 
 

２ 教育長の臨時代理 

４月25日付で市長から意見を求められたが、補正予算案は５月10日に開会と

なった、令和４年第２回海老名市議会臨時会に上程する予定であったため、そ

の対応に急施を要したことから、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委

任等に関する規則第３条第１項の規定に基づき、教育長が臨時に代理し、申出

を行った。 

 
３ 意見を求められた議会の議決を経るべき案件 

令和４年度海老名市一般会計補正予算（第２号）のうち教育に関する部分 
 

４ 海老名市長からの意見照会文 

  別紙のとおり 

 
５ 教育委員会からの申出文書 

  別紙のとおり 
 

６ 根拠法令（抜粋） 

 

 ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

  第２９条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に

係る部分その他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経る

べき事件の議案を作成する場合においては、教育委員会の意見をきかな

ければならない。 

 

 

７ その他 

  修学旅行補助金の現状及び対応については、別紙のとおり 

 

令和４年５月 24 日 

定例教育委員会資料 

教育総務課総務係 
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■ 補正予算の概要について 

 

 

１ 修学旅行の日程 

 (１) 中学校 

    ５月 17 日（大谷中出発日）～６月 24 日（海西中帰着日） 

(２) 小学校 

    ９月６日（柏ケ谷小出発日）～11 月 11 日（有鹿小帰着日） 

 

 

２ 補助金の創設 

今年度においても、修学旅行における感染防止対策は必要であることが見込まれ

るため、コロナ対策に関する補助金を設定しないと、昨年度の保護者に比べ、経費

の負担が増加してしまう。 

このことから、「海老名市修学旅行における新型コロナウイルス感染防止対策補助

金交付要綱」を制定・施行し、新型コロナウイルス感染症対策に係る割増経費相当

額について補助を行うこととした。 

 

 

３ 補助金額及び予算要求額  

 (１) 補助金額の設定 

   ア 小学校 

１人あたり上限額 2,500 円 

   イ 中学校 

１人あたり上限額 7,500 円 

昨年度の学校の反応から、昨年の金額が妥当であったと考えられるため。 

(２) 予算要求額 

小学校＠2,500 円×予定数 1,191 人＝2,977,500 円 

中学校＠7,500 円×予定数 1,133 人＝8,497,500 円 

   合計 11,475,000 円 

 

※小学校の予定数は令和４年４月６日現在の小６の児童数 

※中学校の予定数は令和４年４月６日現在の中３の生徒数 
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１　歳入歳出予算補正
　(1)　歳出

（単位：千円）

所管課 補正前額 補正額 補正後額 説明

10 教育費 － 3,907,845 11,475 3,919,320

1 教育総務費 － 1,983,957 11,475 1,995,432

2 事務局費 － 1,049,087 11,475 1,060,562

7 教育研究推進事業費 － 86,814 11,475 98,289

5 教育支援課 28,805 11,475 40,280

　新型コロナウイルス感染症防止対策を徹底し、安
全・安心な修学旅行を実施するために、感染防止対策
に要する割増経費相当額について、児童生徒の保護者
の経済的な負担を軽減することを目的として、補助金
を交付することにより、修学旅行を通じた児童・生徒
の学びを保障したいため、増額する。

令和４年度　海老名市一般会計補正予算（第２号）【教育委員会所管部分】

款・項・目・細目・細々目

修学旅行支援事業費

-
4
5
-



海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　提案理由

　令和４年度海老名市一般会計補正予算（第４号）のうち教育に関する部分につい

て、海老名市長から意見を求められたことから、その申出内容を決定したいため

議案第１４号

令和４年度海老名市一般会計補正予算（第４号）のうち教育に関する部

分に係る意見の申出について

別紙のとおり、令和４年度海老名市一般会計補正予算（第４号）のうち教育に関す

る部分に係る意見の申出について、議決を求める。

令和４年５月２４日提出
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海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　提案理由

　工事請負契約の締結について、海老名市長から意見を求められたことから、その申

出内容を決定したいため

議案第１５号

工事請負契約の締結に関する意見の申出について

別紙のとおり、工事請負契約の締結に関する意見の申し出について、議決を求め

る。

令和４年５月２４日提出
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海老名市教育委員会

教育長　伊 藤 文 康

　提案理由

　海老名市奨学生を選考するにあたり、海老名市奨学生選考委員会に諮問を行いたい

ため

議案第１６号

令和４年度海老名市奨学生選考委員会への諮問について

別紙のとおり、令和４年度海老名市奨学生選考委員会への諮問について、議決を求

める。

令和４年５月２４日提出
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